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産官学連携による認知症予防ボランティア養成講座の
成果と課題

Achievements and Issues of Volunteer Training Course for 
Prevention of Dementia Through Industry-Government-

Academia Collaboration
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Abstract : In this study, we conducted a program to train volunteers and promote their efforts to 
implement dementia prevention for community residents. In addition to evaluating these efforts, 
we aimed to re-examine the future tasks for and direction of dementia prevention activities.The 
participants were those interested in understanding and preventing dementia who reside, work, or 
study in Kaizuka-shi. We invited participants for the course through an advertisement in the city 
newsletter. The course was conducted once a week (4 hours each week) over three sessions. The 
feature of the course was based on the fact that the mascot of the city is popular, so it was used to 
create a course name, text, and exercise music. In addition, to evaluate the knowledge proficiency 
level of the participants, a pre-test and post-test were conducted on the prevention of dementia. 
The number of applicants was 54 (aged 26 to 86 years old). There were 38 participants (70.4%) in 
all lectures, and 19 (50.0%) answered that they will continue to act as volunteers in the community. 
Results of the pre-test/post-test on the prevention of dementia of the 38 participants who completed 
the course  show a significant difference, with an average score of 67.3 ± 19.2 points for the pre-
test  and an average of 87.8 ± 16.1 points for the post-test. In the post-course questionnaire, the 
participants reported that the course was easy to understand, and 100% answered that it was 
pleasant. With this program, 50% of all attendees became a part of the community prevention 
program for dementia, and volunteer activities were promoted in the city.

Key words : resident volunteers, industry-government-academia collaboration project, social 
participation, dementia prevention
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Ⅰ．はじめに

　本邦における総人口に占める高齢者人口は、
2010 年に 2925 万人（22.1%）であったものが、
2025 年には 3657 万人（29.2%）に実人数およ
び人口構成比率が増加する 1）。この傾向は 2065
年頃まで続くとされており、高齢化率 40% 社
会は確実に近づいている。
　特に地域特性では、大阪府下は山間部や村の
地域における高齢化率増加が著しい 2）ことが見
込まれており、公共交通機関の整備や介護サー
ビスの提供体制の確保など社会的に克服しなけ
ればならない課題は山積している。また、今後
は高齢者のみの世帯が増加するだけでなく、75
歳以上の高齢者が単身で生活する、いわゆる独
居世帯が 2010 年では約 21 万世帯であったのに
対し、2025 年では約 40 万世帯と倍増すること
が予測されている 2）。
　2018 年現在では、7 年後の 2025 年に向け介
護予防・日常生活支援総合事業（厚生労働省）3）

を中心とした人口の高齢化に対応するよう医

療、介護、保健、福祉のそれぞれの分野におい
て互助や共助に基づく公的サービスの充実や
ワークフォースの養成、社会参加の場の提供が
なされつつある。しかし、高齢者が多い地域で
はサービスを提供出来る者が不足していること
は明らかである 4-7）。地域在住高齢者がその人ら
しく地域で暮らし、社会に参加するためには、
コミュニティー内の互助の精神が非常に大切で
あり、運動教室など介護予防の分野においても、
その必要性は指摘されている 8,9）。
　介護予防・日常生活支援総合事業では、互助
活動の中で特に費用負担が制度的に保障されて
いないボランティアなどの支援、地域住民の取
り組みを支えることが明記されている 3）。この
方策からも、地域で介護予防を担う住民ボラン
ティアの育成とその力の活用が求められている
ことが読み取れ、先行研究ではボランティアの
担い手の健康維持向上に役立ったことが報告さ
れている 10,11）。一方で、2017 年の高齢社会白書
では要介護状態になった要因の女性 1 位、男性
2 位が認知症であることから、介護予防を展開

要　約：【目的】本研究は、地域住民を対象に認知症予防を実施するボランティアを養成し、認知症
予防への取り組み促進を目的としたプログラムを実施した。この取り組みを評価するとともに、認知
症予防活動の今後の課題と方向性を検討することを目的とした。

【対象】ボランティアとなる対象は大阪府貝塚市に在住、在勤、在学の認知症や認知症予防に興味が
ある者とした。

【方法】本講座開催の募集は貝塚市市報を通じて 1 回行った。講座は週 1 回（1 回あたり 4 時間）を全
3 回実施した。講座の特徴は当該市のイメージキャラクターが人気のため、講座名やテキスト、体操
の楽曲に使用して親しめるよう工夫した点である。なお、参加者の知識習熟度を評価するため第 1 回
目と第 3 回目には認知症予防に関するテストを実施した。

【結果】申込者は 54 名（年齢は 26 歳～ 86 歳）であった。全講座受講者は 38 名（70.4%）で、その中
で今後もボランティアとして活動をすると答えた受講者は 19 名（50.0%）であった。なお、全講座受
講者 38 名の認知症予防に関する事前、事後テストでは第 1 回目の平均 67.3 ± 19.2 点、第 3 回目の平
均 87.8 ± 16.1 点と有意に向上した。講座修了後のアンケートでは講座が分かりやすく、楽しかったと
回答した者が 100% であった。

【結論】本プログラムにより全講座受講者の 50% が地域の新たな認知症予防の担い手となり、ボラン
ティア活動が地域で創出された。

キーワード：住民ボランティア、産官学連携、社会参加、認知症予防
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するためには認知症予防を十分に考慮する必要
がある 12）とされる。
　しかしながら、無償のボランティアを養成し、
地域で介護予防や認知症予防の活動を展開する
ことは自治体連携などを包括的に実施しなけれ
ばならないが、認知症予防に特化して実施して
いるものは非常に少ない。また、高齢のボラン
ティアの場合は、活動に参加すること自体が日
常生活の負担になることも報告されており 13）、
ボランティア養成は「養成する側」、「される側」
双方による十分な現状理解が必要とされてい

る。
　そこで本研究では、大阪府南部に位置し浜手
地区、中央地区、山手地区の 3 圏域がある貝塚
市（人口：88,340 人、高齢者人口割合 26.3%　
2017 年 7 月 1 日現在）において、同地域の地域
福祉への関心や関与を促し社会活動を増加させ
ると同時に、地域の認知症予防への取り組み促
進を目的としたプログラムを実施した。この取
り組みを評価するとともに、今後の課題と認知
症予防活動の方向性を検討することを目的とし
た。

図 1．ボランティア養成講座の全体スケジュール
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Ⅱ．対象と方法

1．対象地区および対象者

　対象地区は大阪府貝塚市である。同市は大阪
府の南部泉州地域に位置する。対象者は、市内
に在住、在学、在勤する認知症予防に興味があ
り全 3 回の講座に出席が可能である者とした。
募集方法は貝塚市で 34000 部発行される「広報
かいづか」に囲み記事で掲載を行い、自治会加
入約 28000 世帯に全戸配布し周知した。それに
加えて、同時期に浜手公民館、山手公民館、中
央公民館で行われている高齢者各 30 名程度対
象の講座に筆者が告知を行い、それぞれの公民
館内には募集チラシを配布した。募集期間は1ヵ
月間、申込先は筆者所属の大学事務局とし平日

9 時から 17 時を受付時間とした。

2．方法

1）講座の概要
　講座は週 1 回（4 時間）を計 3 回実施した

（図 1）。第 1 回目は、はじめに認知症予防につ
いての事前テスト（15 分）から開始した。テスト
項目は認知症の症状 14）、認知症罹患者数 15,16）、認
知症発症分類 17）、認知症リスク因子 18-21）など全
10 問で 100 点満点とした（図 2）。その後は脳神
経外科医から認知症についての講座 14-16,22）（45
分）、理学療法士から認知症予防と運動 23,24）に
ついての講座（45 分）、不二製油株式会社の研
究者から認知症予防と栄養 25,26）についての講座

（45 分）、最後にグループワーク（60 分）を行い、

図 2．事前・事後テスト
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本講座を受けて自分の立場からどのような認知
症予防に取り組めるか参加者同士で議論した。
　産官学連携の委細については、大学が講座プ
ログラムの企画を行い、自治体は開催会場の確
保、市内における広報活動を中心に行い、企業
は研究者の登壇や本教室運営の費用負担を担っ
た。なお、全てのグループワークにおけるファ
シリテーターはリハビリテーションを学ぶ大学
学生に行わせ、年齢が異なる参加者との世代間
交流を図る場としても活用をした。
　第 2 回目には理学療法士から認知症のリスク
因子としての身体的不活動があるため、身体機
能を測定する意味や方法を説明する講座（60 分）
を行い、実技として身体機能測定（45 分）を行っ
た。測定項目は 2.4m 歩行テスト 27）、握力検
査 28）、片脚立位テスト 29）、体組成検査 30,31）を行っ
た。なお、それぞれ個別の測定方法の指導につ
いては大学学生が行った。次に、作業療法士お
よび認知症ケア専門士から認知機能検査の意義
を説明する講座（45 分）を行い、続けて実技とし
て認知機能検査（60 分）を行った。測定項目とし
て MMSE（Mini Mental State Examination）32）、
TMT-A/B（Trail Making Test-A/B）33）を行っ
た。
　第 3 回目は、貝塚市ご当地ソング「つげサン
バ」の高齢者向け体操を全員で実技（60 分）し
た。その後、第 1 回目と同じテーマ（自分の立
場から認知症予防のために何が出来るか）でグ
ループワークし、認知症予防の知識に関するテ
スト（第１回目と同じ問題）を再度実施し、併

せて参加者アンケートも実施した。最後に、「つ
げさん認知症予防ボランティア養成講座修了
証」を貝塚市高齢介護課の担当者より進呈し全
課程を修了とした。
　本講座の全体を通した特徴は貝塚市の市のイ
メージキャラクター「つげさん」が人気のため、
講座名（つげさん認知症予防ボランティア養成
講座）やテキスト（つげさん認知症予防テキス
ト）、体操の楽曲（つげサンバ）に使用して親
しめるよう工夫した点である。

2）倫理的配慮
　本 研究は、大阪河﨑リハビリテーション大
学の研究倫理審査委員会の承認（承認番号：
OKRU-A020　平成 30 年 1 月 31 日）を得て実施
した。講座参加者にはボランティア養成講座の
データを学術に使用することを口頭と書面によ
り説明し、同意を得て行った。なお、貝塚市と
は共同プロジェクトに関して覚書を契約し、事
業を実施した。また、不二製油株式会社から奨
学寄附金として、本ボランティア養成講座の活
動資金を大学に納入した。

Ⅲ．結果

　本講座への申込者は 54 名（26 歳～ 86 歳）で
あった。各回の参加者は第 1 回目 49 名（参加率
90.7%）、第 2 回目 46 名（参加率 85.2%）、第 3 回
目 44 名（参加率 81.5%）であった。3 日間の全
講座受講者は 38 名（70.4%）であった。参加者

表 1．養成講座参加者属性
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の 80% 以上が女性であり、受講者の平均年齢は
66.5 ± 12.7 歳であった。その他の属性を含め第 1
回目のアンケート結果を表 1 に示す。全講座受
講者の中で、認知症サポーター研修を修了して

いる者は 18 名（47.4%）と非常に多かった。そ
の中で今後もボランティアとして活動をすると
答えた受講者は 19 名（50.0%）であり、こちら
の 19 名に限ってアンケートを確認すると認知症

図 3．講座修了アンケート

表 2．アンケート結果
 

 

項目

ボランティア活動有り（人（%）） 11 （28.9） 8 （42.9）
認知症予防活動有り（人（%）） 12 （31.6） 10 （52.6）

介護予防活動有り（人（%）） 11 （28.6） 9 （47.4）
認知症サポーター研修修了者（人（%）） 18 （47.4） 13 （68.4）

全体 ボランティア希望者

n=38 n=19

表2　アンケート結果
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予防活動経験者が 10 名（52.6%）、認知症サポー
ター研修修了者は 13 名（68.4%）であった。なお、
第 1 回目のアンケート回収率は 49 名中 44 名で
全体の 89.8% であった（表 2）。
　第 1 回目の認知症予防テストは平均 67.3 ±
19.2 点であり、全ての講座受講を終えた第 3 回目
で行った事後テストでは平均 87.8 ± 16.1 点と有
意に向上した。
　次に、図 3 の参加者アンケートの結果を図 4

に示す。自由記載には、「近隣の友人に講座を紹
介したい」、「大変勉強になりました。今後も続

けてください。」などの肯定的意見が多かった。
一方、施設職員として働いている参加者からは

「内容が一般市民向けであり、講座内容をもっと
上級者向けにして欲しい。」との意見もあった。
なお、第 3 回目のアンケートの回収率は 44 名中
38 名で 86.4% であった。

Ⅳ．考察

　本講座は企業、自治体、教育機関の産官学が
支援や協力関係を築き、地域の資源を活用し市

図 4．参加者アンケートの結果（n =38 名）
　　　　　　　　　　　（※単位は全て %）
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民が楽しみながら分かりやすく認知症予防の知
識を深める機会を創出できた。全講座受講者の
半数である 19 名は、地域における認知症予防
の新たな互助活動の担い手になった。なお、本
講座の参加率は 86.4% であり、類似の先行事例
84.2%34）とほぼ同じ程度参加していたため、講
座内容は参加者が満足いくものであったと考え
る。
　地域におけるボランティア活動を支援する際
には「ボランティアが参加しやすいような環境
作り」と、「活動継続のための動機付け強化」
に重点を置くことが推奨されている 35）。そのた
めボランティア養成後に活用を想定している運
動教室ではボランティア活動の具体的なイメー
ジが想起しやすく、行う活動内容も各自が明確
に理解し、責任の所在も明らかな状態にするこ
とが望ましいと考えられる。今回は、その後に
計画している運動と知的活動の認知症予防教室
の開催概要やボランティアの内容、ボランティ
ア参加における保証など、既に確定している情
報を伝え具体的な活動実践が早期からイメージ
共有出来る工夫を行った。
　介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライ
ン 3）では、要支援高齢者への対応として専門家
によるサービスを提供しつつ、住民主体の活動
へ促すことで、運動の習慣化、身体機能維持を
図ることがモデルとされている。そのため、筆
者らが養成した地域のボランティアは、こうし
た国内における政策を後押しする成果であると
言える。要支援者を含む多くの地域在住高齢者
において近隣に住み顔見知りの関係の中でボラ
ンティア 36）が長期的に関わる関係を創出する
ことが、今後より効果的なボランティアの活動
として重要になるであろう。
　全講座受講者 38 名のうち、19 名がボランティ
アスタッフとして登録された。この点について
は、今回の講座の参加者募集の際に「認知症予
防に興味のある方」、「認知症予防活動に参加し

たい方」というリクルートを行ったため、自己
学習のために講座に参加した者と、その後の認
知症予防活動に参加したい者が混在していたた
めと考える。しかしながら、対象を「認知症予
防活動に参加したい方」に限定することは参加
者の減少も懸念される。そのため、地域のボラ
ンティアによるポピュレーションアプローチを
促進するためにも、今後も同様の幅広い方が学
びやすい募集基準が望ましい 37）と考えている。
　その他のアンケートは好意的な意見が大部分
であった。この点は、講座の設定や講演者の選
定が適切に実施されたことに対する意見である
と考えられ、次年度以降も「市民がボランティ
アをするために必要な知識を得る講座」という
テーマを首尾一貫して実施することが肝要であ
ろう。
　本ボランティア養成には、いくつかの限界が
ある。第一に、ボランティア養成講座の周知が
市報と公民館の掲示のみであるという点であ
る。市民全体への周知がなされていないため、
元々ボランティア活動や公民館活動に興味のあ
る者しか参加出来ていない。加えて、市報を見
る習慣のある人や自治会に加入している人にし
か情報が伝わらない。今回の参加者の半数が市
報を見て本講座を知ったとしており、情報提示
の方法を考える必要がある。第二に、初回受講
以降に参加されなかった者が複数いたが、その
参加途中辞退者の意見聴取する場がなかった。
これにより参加アンケートの内容には偏りがあ
る。初回で参加を取りやめた原因の一つに、筆
者らと参加者にボランティアとして今後活動す
るイメージに齟齬があったと考えられるため、
市報掲載の文面などのリクルート段階の情報を
再考する必要があると推測する。これらの問題
点を解決するため、次回開催時には告知方法を
再考の上、メディアなども取り入れて行い、第
1 回目から第 3 回目まで都度のアンケート調査
を実施することを計画している。なお、今回養
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成されたボランティアスタッフは、認知症予防
を目的として運動と知的活動を複合的に 3 ヵ月
に渡り実施する「つげさん認知症予防教室」お
よび運動機能と認知機能を知るための「つげさ
んヘルスチェック」で活動をする予定である。
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